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1◎はじめに                       

政府は、2019 年 6 月 21 日に閣議決定された「まち・ひと・しごと基本方針

2019」において考え方を示しております。 

 これを受けて、島牧村の人口の現状と将来の展望を提示する、第 2期「島牧村

人口ビジョン」を策定し、人口減少に対し、今後取り組むべき将来の方向を提示

することとしています。 
 

11.人口の現状分析                       

(1)人口動向分析 

  (ⅰ)総人口の推移 

 

図表１ 総人口の推移（島牧村） 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研と略す）による推計値 
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 (ⅱ) 年齢 3区分別人口の推移と将来推計 

   図表 1 のグラフに、年少人口（0－14 歳）・生産年齢人口（15－64 歳）・老

年人口（65 歳以上）の 3 区分別の推移を加えた。 

 

 

図表２ 年齢３区分別人口の推移（島牧村） 

 

 

出典：2013 年までの総人口は住民基台帳より作成(1966 年以前は「北海道住民登録人口調査」) 

2020 年以降の総人口は社人研推計値より作成 

2015 年までの３区分人口は国勢調査より作成 
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図表３ 年齢階層別比較（国勢調査） 

 

 
 

 

 

 

 

 

出典：「国勢調査」（総務省） 
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（ⅲ）出生・死亡、転入・転出の推移 

 

図表４ 出生・死亡数、自然増減数の推移（島牧村） 

 
出典：「住民基本台帳人に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」(北海道総合政策部) 

 

図表 5 転入・転出、社会増減数の推移（島牧村） 

 

出典：「人口動態統計特殊報告」（厚生労働省） 
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図表６ 出生数・合計特殊出生率の推移 

（ベイズ推定値による。全国・北海道・島牧村） 

 

 

出典：「人口動態統計特殊報告」（厚生労働省） 

 

図表７ 性別・年齢別級別の人口移動（島牧村） 

 

出典：「国勢調査」（総務省） 
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図表８ 年齢階層別の人口移動の状況（島牧村） 

 
出典：「住民基本台帳人口移動報告」（総務省） 

 

図表９ 地域ブロック別の人口移動の状況（島牧村） 

 
出典：「住民基本台帳人口移動報告」（総務省） 
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1 分析及び結果の整理                             

(1) 総人口の推移 

 ・ 本村では、戦後、樺太からの引揚者、ベビーブームにより人口が一時的に

増加したが、昭和 30（1955）年以降、現在まで人口減少が続いている。 

・ この原因は、基幹産業の漁業生産量等が減少したことや高度経済成長に合 

わせ、若者が都市へ就職したことが考えられる。 

 

(2) 年齢 3区分別人口の推移 

・ 本村では、生産年齢人口が昭和 30（1955）年以降、現在まで減少が続いて

いる。 

・ 年少人口も生産年齢人口の減少に合わせ昭和 30（1955）年以降、現在まで

減少が続いている。（平成 27(2015)年人口は、昭和 30(1955)年と比較し、

26.8％である。） 

・ 一方老年人口は、生産年齢人口が順次老年期に入り、また、平均余命が延

びたことから、平成 17(2005)年まで増加を続けていたが、その後減少に入

っている。 

 

(3) 出生・死亡、転入・転出の推移 

・ 本村は、「自然増減」については、出生率低下・母親世代人口の減少の影

響で一貫して出生数が減り続け「自然減」の時代に入っている。 

・ 「社会増減」については、転入・転出ともに、年による変動はあるものの、

ほぼ一貫して転出超過(「社会減」)の傾向が続いている。 

 

(4) 総人口及び年齢 3 区分別人口の将来推計 

 ・ 社人研の推計によれば、今後、人口は急速に減少を続け、令和 22(2040)

年には、716 人(平成 27（2015）年から約 52%減少)になるものと推計されて

いる。 

・ 以上で分析してきたように、若者を中心とした村外への転出が多く、この

傾向が今後も一定程度継続すると仮定されていること、また、母親世代人口

の減少、低出生率の継続により、出生数の減少が続くと見通されている。こ

うしたことが人口急減の要因であると考えられる。 

 

(5) 性別・年齢階級別人口移動の最近の状況 

・ 本村の男性・女性とも 10～14 歳から 15～19 歳になるときに転出超過とな

っている。この要因として高校を卒業後に札幌圏を中心に村外に就職する者

が多いことが背景にあると考えられる。 

 

(6) 年齢階級別の人口移動の状況の長期的動向 

・ 10～14 歳から 15～19 歳になるときに転出超過が長期的に続いている。こ

れは、上記理由と同様である。15～64 歳の生産年齢人口は長期的に減少が

続いている。これは、年少人口が減少したことよるものと考える。 

一方老年人口は、生産年齢人口が順次老年期に入り、また、平均余命が延

びたことから、平成 17(2005)年まで増加を続けていたが、その後減少に入っ

ている。 
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12.将来人口の推計                        

 

(1)将来人口の推計と分析 

国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）の「日本の

地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」等、国から提供されたデ

ータを用いて、将来人口推計を行いました。 

推計を行ったのは、以下の３パターンです。 

 

図表 10 将来人口推計の推計パターン 

 パターン名 
合計特殊 
出生率 

生残率 
純社会 
移動率 

説  明 

基
準
推
計 

パターン１ 
（社人研推計準拠） 

社人研 
仮定値 

社人研 
仮定値 

社人研 
仮定値 

全国の移動率が、平成
27（2015）年の傾向が続
くと仮定した推計 

独
自
推
計 

パターン２ 
（独自推計①） 

2030 年に 
2.10 

まで上昇 
同上 

社人研 
仮定値 

パターン１をもとに、
合計特殊出生率が 2.10
まで上昇したと仮定し
た推計 

パターン３ 
（独自推計②） 

2030 年に 
2.10 

まで上昇 
同上 移動なし 

パターン１をもとに、
合計特殊出生率が 2.10
まで上昇し、かつ転入・
転出が同数となったと
仮定した推計 

 

推計年次については、社人研推計では平成27(2015)年を基準年とした上

で、５年ごとに令和47(2065)年までの推計となっています。 

各パターンとも、令和27(2045)年までの出生・死亡・移動等の傾向がそ

の後も継続すると仮定して、令和47(2065)年まで推計した場合を示してい

ます。 

これによると、令和27(2045)年の本村の人口は、パターン１では609人、

パターン２では643人、パターン３では945人という推計結果となりました。 

また、令和47(2065)年の推計結果は、パターン１では289人、パターン

２では333人、パターン３では730人となっており、パターン１とパターン

２の差は44人、パターン１とパターン３では441人となっています 
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図表 11 将来人口推計結果の比較 
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(2)パターン別推計結果 

(i)パターン１（社人研推計準拠） 

パターン１（社人研推計準拠）では、令和22(2040)年の総人口が716人

になると予測されており、年齢３区分別でみると年少人口が42人、生産年

齢人口が329人、老年人口が345人と推計されています。 

 

図表 12 パターン１（社人研推計準拠）の推計結果 

 

図表 13 パターン１（社人研推計準拠）の年齢３区分別人口（単位：人） 

 H27 
2015年 

R2 
2020年 

R7 
2025年 

R12 
2030年 

R17 
2035年 

R22 
2040年 

R27 
2045年 

R32 
2050年 

R37 
2055年 

R42 
2060年 

R47 
2065年 
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(ⅱ)パターン２（独自推計①） 

パターン２（独自推計①）では、令和22(2040)年の総人口が748人にな

ると予測されており、年齢３区分別でみると年少人口が67人、生産年齢人

口が336人、老年人口が345人と推計されています。 

 

図表 14 パターン２（独自推計①）の推計結果 

 

図表 15 パターン２（独自推計①）の年齢３区分別人口（単位：人） 

 H27 
2015年 

R2 
2020年 

R7 
2025年 

R12 
2030年 

R17 
2035年 

R22 
2040年 

R27 
2045年 

R32 
2050年 

R37 
2055年 

R42 
2060年 

R47 
2065年 

総人口 1,499 1,317 1,155 1,004 867 748 643 552 470 396 333 

年少人口 118 97 93 87 77 67 56 46 39 34 30 

生産年齢人口 773 664 569 492 406 336 280 240 200 163 133 

老年人口 608 556 493 425 384 345 307 266 231 199 170 

高齢化率 40.6% 42.2% 42.6% 42.4% 44.3% 46.1% 47.7% 48.2% 49.1% 50.2% 51.0% 
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(ⅲ)パターン３（独自推計②） 

パターン３（独自推計②）では、令和22(2040)年の総人口が1,021人に

なると予測されており、年齢３区分別でみると年少人口が111人、生産年

齢人口が456人、老年人口が454人と推計されています。 

 

図表 16 パターン３（独自推計②）の推計結果 

 

図表 17 パターン３（独自推計②）の年齢３区分別人口（単位：人） 
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2015年 

R2 
2020年 

R7 
2025年 

R12 
2030年 

R17 
2035年 

R22 
2040年 

R27 
2045年 

R32 
2050年 

R37 
2055年 

R42 
2060年 

R47 
2065年 

総人口 1,499 1,409 1,310 1,207 1,110 1,021 945 881 824 772 730 

年少人口 118 104 109 112 112 111 110 110 110 108 108 

生産年齢人口 773 698 623 568 502 456 420 402 383 376 371 

老年人口 608 607 578 527 496 454 415 369 331 288 251 

高齢化率 40.6% 43.1% 44.1% 43.6% 44.7% 44.5% 43.9% 41.9% 40.2% 37.4% 34.4% 
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(3)人口増減率の分析 

平成27(2015)年から令和22(2040)年までの年齢３区分別の人口増減率

は、人口減少が最も大きい「パターン１（社人研推計準拠）」では、年少

人口は-64.4%、生産年齢人口は-57.4%、高齢者人口は-43.3%となり、年少

人口の減少率が大きい推計結果となっています。 

また、20～39歳の女性人口の増減率は-66.7%となることが予測されてお

り、本村の出生数に大きく影響を与えると考えられます。 

 

図表 18 年齢階級別の人口比較（単位：人） 

年次 推計パターン 総人口 
0-14歳人口 

15-64
歳人口 

65歳以上
人口 

20-39歳 

女性 

人口  
うち0-4 
歳人口 

平成27年 

(2015年) 
現状値 1,499 118 35 773 608 93 

令和22年 
(2040年) 

パターン１（社人研推計準
拠） 

716 42 12 329 345 31 

パターン２（独自推計①） 748 67 20 336 345 32 

パターン３（独自推計②） 1,021 111 36 455 454 74 

 

図表 19 2015 年現状値を 100％とした場合の増減率（単位：％） 

年次 推計パターン 総人口 
0-14歳人口 

15-64
歳人口 

65歳以上
人口 

20-39歳 

女性 

人口  
うち0-4 
歳人口 

令和22年 
(2040年) 

パターン１（社人研推計準
拠） 

-52.2 -64.4 -65.7 -57.4 -43.3 -66.7 

パターン２（独自推計①） -50.1 -43.2 -42.9 -56.5 -43.3 -65.6 

パターン３（独自推計②） -31.9 -5.9 2.9 -41.1 -25.3 -20.4 
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(4)老年人口比率の分析 

推計パターン別に老年人口比率（総人口に占める老年人口の比率）を比

較すると、パターン１（社人研推計準拠）及びパターン２（独自推計①）

は令和47(2065)年までおおむね増加傾向が続いています。 

一方、パターン３（独自推計②）は令和17(2035)年の44.7％をピークに

減少に転じ、令和47(2065)年は34.4％になると予測されます。 

 

図表 20 推計パターン別の老年人口比率 

 
 

図表 21 推計パターン別の老年人口比率（単位：％） 
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(5)人口減少段階の分析 

国の人口分析では、一般的には老年人口が増加する「第１段階」、老年

人口が維持もしくは微減となる「第２段階」、老年人口が減少する「第３

段階」を辿るといわれています。 

パターン１（社人研推計準拠）において平成27(2015)年の人口を100と

して、人口３区分別の人口推移をそれぞれ指数化すると、すでに老年人口

は減少の段階に入っており、本村の人口減少段階は「第３段階」にあると

考えられます。 

 

図表 22 年齢３区分別の人口推移と人口減少段階（パターン１による推計） 

 

 

図表 23 本村の人口減少段階 

 

H27 
2015年 

R2 
2020年 

R7 
2025年 

R12 
2030年 

R17 
2035年 

R22 
2040年 

R27 
2045年 

R47 
2065年 

総人口 100 87.5 76.1 65.4 55.8 47.8 40.6 19.3 

年少人口 100 76.8 66.1 53.1 43.0 35.6 28.4 11.6 

生産年齢人
口 

100 85.9 73.7 63.6 52.0 42.5 34.7 13.7 

高齢者人口 100 91.4 81.0 70.0 63.2 56.8 50.5 27.9 
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(6)人口動態への影響度 

将来の人口動態への影響を分析するにあたり、基準となるパターン１

（社人研推計準拠）とパターン２（独自推計①）の比較により自然増減へ

の影響度を計算します。 

また、パターン１（社人研推計準拠）とパターン３（独自推計②）の比

較により社会増減の影響度を計算します。 

 

◆自然増減の影響度 

パターン２（独自推計①）により出生率の上昇が人口増にどの程度影響を与えるか計算します。 

自然増減の影響度（Ｘ1）＝パターン２（独自推計①）における令和 47(2065)年の総人口 

÷パターン１（社人研推計準拠）における令和 47(2065)年の総人口 

◆社会増減の影響度 

パターン３（独自推計②）により転入・転出が均衡した場合に人口増にどの程度影響を与える

か計算します。 

社会増減の影響度（Ｘ2）＝パターン３（独自推計②）における令和 47(2065)年の総人口 

÷パターン１（社人研推計準拠）における令和 47(2065)年の総人口 
 

人口動態への影響度は、自然増減・社会増減それぞれ以下の５段階に分

類します。 
 

図表 24 人口動態への影響度の分類 

自然増減の影響度 社会増減の影響度 

１ Ｘ1＝100%未満 １ Ｘ2＝100%未満 

２ Ｘ1＝100～109% ２ Ｘ2＝100～119% 

３ Ｘ1＝110～119% ３ Ｘ2＝120～139% 

４ Ｘ1＝120～129% ４ Ｘ2＝140～159% 

５ Ｘ1＝130%以上の増加 ５ Ｘ2＝160%以上の増加 

 

上記計算式による影響度は以下の通りとなります。 
 

図表 25 人口動態への影響度 

分類 影響度の計算 影響度 

自然増減 Ｘ1＝333÷289＝115% ３ 

社会増減 Ｘ2＝730÷289＝252% ５ 

 

出生率上昇による自然増減への影響は「３（110～119％）」、転入・転出

が均衡した場合の社会増減への影響は「５（160%以上の増加）」となり、

本村の人口減少対策としては、転入・転出への対策の方が影響が大きいと

考えられます。  
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1 分析及び結果の整理                            

(1) 総人口 

・ 令和 22(2040)年において、パターン１（社人研推計準拠）の総人口 716

人を基準とすると、合計特殊出生率が高くなる出生率パターン２（独自推

計①）は＋32 人、併せて転入・転出が均衡するパターン３（独自推計②）

は＋305 人となる。 

 

(2) 人口増減率 

・ 令和 22(2040)年におけるパターン１（社人研推計準拠）の人口増減率

は、総人口で-52.2％と予測される。また、年齢３区分別でみると年少人

口が-64.4％、生産年齢人口が-57.4％、老年人口が-43.3％と予測される。 

・ 令和 22(2040)年における 20～39 歳の女性人口は-66.7％と予測され、

本村の出生数に大きな影響を与えると考えられる。 

 

(3) 老年人口比率 

・ パターン１（社人研推計準拠）及びパターン２（独自推計①）の老年人

口比率はおおむね上昇を続けると考えられる。 

・ パターン３（独自推計②）の老年人口は令和 17(2035)年の 44.7％をピ

ークに減少に転じると予測される。 

 

(4) 人口減少段階 

・ 本村はすでに老年人口は減少の段階に入っており、人口減少段階は「第

３段階」にあると考えられる。 

 

(5) 人口動態への影響度 

・ 出生率上昇による自然増減への影響は「３（110～119％）」、転入・転出

が均衡した場合の社会増減への影響は「５（160%以上の増加）」となり、

本村の人口減少対策としては出生率上昇よりも転入・転出への対策の方が

影響は大きい。 
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 3.人口減少が将来に与える影響                  

 

(1) 財政 

・ 歳入面は生産年齢人口の減少による税収減少が見込まれる。 

・ 歳出面は高齢化進展による社会保障費割合の増加が見込まれる。 

 

(2) 防災 

・ 消防団員の減少により、災害時の対応が困難になると考えられる。 

 

(3) 公共施設 

・ 将来、建物が改修や建て替えを必要とする時期を迎える中で、人口減少

による税収減少や財政規模の縮小が予測され、現状の施設量を維持するこ

とが困難となることも考えられる。 

 

(4) 生活 

・ 本村は、地区が分散していることから、現状においても、人口減少等に

より商店が閉鎖し、買物に不便を感じている地区があるが、益々増えるこ

とが予想される。 

・ 公共交通機関は、高齢者の増加によってその重要性がより高まることが

予想され、その確保がなお一層深刻となるものと考えられる。 

 

(5) 子ども・子育て 

・ 生産年齢人口の減少により、保育士や放課後児童クラブの指導員などの

人材不足がさらに深刻化することが見込まれる。近年は女性の就労率が高

くなっており、保育所や放課後児童クラブにおける受け入れ能力が不足す

ることも考えられる。 

 

(6) 文化・スポーツ 

・ 文化・スポーツなどのメンバーが減少し、団体活動が低下する。 
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14.人口の将来展望                        

 

(1)目指すべき将来の方向 

①若い世代の定住及び移住者(新規就業者)のために、産業における支援対策

の拡大・充実を図る。 

②若い世代が希望する子育て支援対策の施策を推進する。 

③観光振興事業の整備を進め、交流人口を増加させることにより、地域の活

性化と雇用対策を推進する。   

 

(2)人口の将来展望 

目指すべき将来の方向および北海道人口ビジョンの将来人口推計の考

え方を参考に、将来人口推計を行うにあたっての条件を下記に定め、目標

とする人口の推計を行いました。 
 

◆基準人口・将来の生存率 

パターン１（社人研推計準拠）と同じ。 

◆合計特殊出生率 

出生率向上に向けた取組みを行い、北海道人口ビジョン（仮定２）と同様に 2050

年までに出生率を 2.07 に向上させる。 

 （2015 年→1.36、2030 年→1.65、2040 年→1.80、2050 年→2.07） 

 

◆将来の純移動率 

転入者の増加、転出者の減少に向けた取組みを行い、社会減を抑制させる。 

 （2020 年の転出超過分の純移動率を 2040 年まで定率で縮小させる。） 

 

上記の仮定に基づく推計結果は、令和22(2040)年に総人口が844人と推

計され、パターン１（社人研準拠推計）と比較すると＋128人となります。 

また、令和47(2065)年の総人口は537人と推計されており、パターン１

（社人研準拠推計）と比較すると＋248人となります。 

推計結果を年齢３区分別の人口比率でみると、令和22(2040)年の年少人

口比率は8.1％、生産年齢人口比率は44.8％、老年人口比率は47.1％と予

測されます。 

それぞれの比率をパターン１（社人研準拠推計）と比較すると、年少人

口比率が上昇し、生産年齢人口比率及び老年人口比率はそれぞれ微減する

推計結果となっています。 
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図表 26 島牧村将来人口推計結果 

 

 

図表 27 人口の将来展望（単位：人） 

 H27 
2015年 

R2 
2020年 

R7 
2025年 

R12 
2030年 

R17 
2035年 

R22 
2040年 

R27 
2045年 

R32 
2050年 

R37 
2055年 

R42 
2060年 

R47 
2065年 

社人研推計準拠 1,499 1,311 1,140 980 837 716 609 515 431 355 289 

北海道 

人口ビジョン準拠 
1,499 1,315 1,226 1,128 1,033 944 865 796 735 679 631 

島牧村 

将来人口推計 
1,499 1,314 1,163 1,033 927 844 769 702 642 585 537 

 年少人口 118 93 86 76 70 67 67 67 68 69 69 

 
生産年齢 

人口 
773 665 574 506 432 377 333 306 278 252 237 

 老年人口 608 556 502 449 423 398 367 328 294 262 229 

※北海道人口ビジョン準拠：北海道人口ビジョン（改訂版）の「人口の将来展望」に掲載されている

「仮定２」を採用した推計結果。 
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図表 28 島牧村将来人口推計の年齢３区分人口比率の見通し 
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2035年 社人研 837人

（R17） 島牧村 927人

2040年 社人研   716人

（R22） 島牧村 844人

2045年 社人研   609人

（R27） 島牧村 769人

2050年 社人研   515人

（R32） 島牧村   702人

2055年 社人研   431人

（R37） 島牧村   642人

2060年 社人研   355人

（R42） 島牧村   585人

2065年 社人研   289人

（R47） 島牧村   537人

2015年 実＠績 1,499人

（H27）


